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Abstract
Discourse analysis has played an important role in environmental policy studies. This paper implemented a systematic literature 
review to identify developments and issues in the discourse analysis of environmental policy studies in Japanese journals. It used 
an analytical framework composed of “types of environmental problems and major discourses,” “theoretical trends of discourses,” 
“discursive effects,” and “structure/agency influencing discourses,” which have been derived from international review articles on 
discourse analysis of environmental policy studies. As a result, this paper identified these four points: (1) the most common discourse 
studies have been applied to the study of environmental issues arising domestically, (2) the definition of discourse is unclear with few 
studies using internationally mainstream discourse theories, (3) there is little analysis of discursive effects on policies, institutions and 
movements (compared to cognitive effects), (4) few studies focusing on social structures and agency (compared to linguistic struc-
tures). Based on these results, the paper identified two issues for the development of future environmental policy research: (1) clarify-
ing the definitions and theoretical positions of discourses and (2) increasing the number of analyses using primary data.
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1.  序論

1.1  背景と目的

　言説分析は環境政策研究において重要な役割を果たし

てきた。言説分析の目的は、政策過程における言語の役

割に注目し、従来の研究者が当然視してきた言葉の意味、

アイデンティティ、知識がどこから来ているのかを問い

かけることである（Feindt & Oels, 2005）。すなわち言説分

析はどのような政策が望ましいかといった処方的な目的

より、なぜ特定の環境問題の解釈が広まり、特定の政策

オプションが採用されるに至ったのかという政策過程の

解明に役立つ。

　国際誌上における言説分析を使用した環境政策研究

は 1990 年代から発展し、論文数は年を追うごとに増え

ている。さらに、言説分析に関わる特集号の発行や、そ

の発展動向についての包括的なレビュー論文も存在する

（Feindt & Oels, 2005; Hajer & Versteeg, 2005; Leipold, Feindt, 
Winkel, & Keller, 2019）。そうしたレビュー論文の引用数は

非常に多く、それらが傾向と課題を同定することで、さ

らなる言説分析の発展を促していることが推察される。（1）

　一方、和文誌に掲載されている言説分析を用いた環境

政策研究について、国際誌上での発展を踏まえて包括的

に議論したレビューは行われていない。言説分析の理論

自体は欧米圏で発展したものであり、非欧米圏への適用

可能性については検討の余地もあるが、環境問題は複雑

性や不確実性を併せ持ち、多様な解釈を伴うことからも、

環境政策研究において言説分析が有する潜在的可能性は

大きい（Feindt & Oels, 2005）。したがって、国際的な動向

を踏まえつつ、和文誌に掲載された環境政策研究におけ

る言説分析の傾向と課題を明らかにすることには意義が

ある。

　本稿では、「和文誌における環境政策研究分野の言説分

析の傾向と課題は何か」という問いを設定し、その答え

を通して環境政策研究への貢献を目指したい。この問い

に答えるにあたり、国際誌の文脈で多く参照されている

レビュー論文から導き出した視点を分析枠組みとして用

いる（2 章）。3 章では体系的レビューを通じて全体像を

明らかにし、4 章では言説が人々の認識および政策・制度・

運動などに与える影響や、言説を支える要素について論

じる。5 章では問いに対する答えを示すとともに、国内の

環境政策研究の発展に向けた課題を考察する。

1.2  手法

　本稿で使用する手法は、体系的レビューである。体系

的レビューは、文献収集過程に透明性を持たせる手法で

あり、包括的に文献を集められるとともに、研究者によ

る偏向を軽減できるという強みがある（Bryman, 2016）。
本稿は、これまで日本語で発表された言説分析の傾向を

幅広く概観した上で今後の課題を明らかにするという目

的を持つため、体系的レビューは適した手法であると言

える。本稿では Bryman（2016）により示された 4 つのス

テップ、つまり（i）レビューの目的・スコープの定義、（ii）
文献の検索、（iii）評価、そして（iv）文献の分析と結果

の総合、に沿って体系的レビューを行った。なお、本分

析は全て著者 1 人で行った。
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　（i）のレビューの目的・スコープの定義を明確にするこ

とは、体系的レビューを一貫した方法で行うために必要

である（Bryman, 2016）。本稿の目的は、「和文誌における

環境政策分野の言説分析の傾向と課題」を明らかにする

ことである。（2）本稿がレビュー対象として扱う「環境政策

研究」の定義は、環境政策分野のアジェンダ設定・立案・

実施・評価についての知見を得ようとするものや、環境

政策形成に参加する多様なアクターの考察、環境政策に

影響を与えうる運動・歴史・文化などを分析した研究と

する。さらに本稿では、環境保全を第一義的に目指す政

策の研究だけでなく、開発政策や農業政策が環境に与え

る影響を論じた研究や、環境に関わる迷惑施設建設や原

発事故なども含む。このように環境問題に幅広く影響を

与える政策研究を扱うことで、俯瞰的な視野から環境政

策研究における言説分析の発展可能性を考察することが

可能になる。対象文献は、日本語で発表された論文（学

術誌論文と紀要論文）である。（3）

　（ii）の文献の検索は（i）で設定した目的に関連するキー

ワードや用語に基づいて行われるが、使用したキーワー

ドおよびデータベースを明示する必要がある（Bryman, 
2016）。 本 稿 で は、Google Scholar、J-STAGE、CiNii 
Research、NDL Online、ProQuest を使用した。検索に使

用したキーワードは「環境 AND 政策 AND 言説」「環境 
AND 政策 AND ディスコース」「環境 AND 政策 AND 言説

分析」の 3 つである。なお、文献の検索は、2023 年 10 月

20 日に行い、期間を 2022 年までに発表されたものに定め

た。

　（iii）の研究の評価においては、分析に適しているかど

うかの基準に合わせて（ii）の段階で得た文献を絞り込む

（Bryman, 2016）。本稿の場合は、前段階でヒットした文献

の中から、「言説」を分析したと明記する、もしくは「言説」

という言葉を研究の主要な分析概念として使用している

経験的研究および理論的研究を抽出した。結果的に最も

多く取得できた Google Scholar より 55 件、重複分を除い

た上で J-STAGE より 16 件、合計 71 件を取得した。そ

の他のデータベースにおいてヒットした研究は、Google 
Scholarと J-STAGEで取得したものと全て重複していた（対

象文献のリストは付表を参照）。

　（iv）の文献の分析と結果の総合においては、（iii）の段

階で絞り込んだ文献を分析し、得られた知見をまとめて

報告する（Bryman, 2016）。本稿の場合は、（iii）の段階で

得られた 71 件の文献を対象とし、2 章で示す分析視点を

基に分析を行い、3 章・4 章において分析結果を報告する。

2.  分析枠組み

　本稿は、環境政策研究分野の国際誌『Journal of 
Environmental Policy and Planning』の言説分析特集号に掲

載された言説研究の動向に関するレビュー論文を参考に

分析枠組みを設ける。当該誌は、2005 年に 1990 年代以降

の環境政策研究における言説分析の台頭を踏まえてその

傾向を分析したレビュー論文（Feindt & Oels, 2005; Hajer 
& Versteeg, 2005）を掲載している。さらに、2019 年には

上記のレビュー論文をスタート地点として近年の動向に

関する傾向と課題を示したレビュー（Leipold et al., 2019）
も載せている。本稿では、主に Leipold et al.（2019）が用

いた分析視点を参考に、Hajer & Versteeg（2005）、Feindt 
& Oels（2005）の両論文で示された知見を補足する形で

分析枠組みを組み立てた。すなわち、「環境問題の種類と

主要な言説」、「言説の理論的傾向」、「言説が及ぼす影響」、

「言説を支える構造と行為主体性」の 4 つの分析視点を用

いて分析を行う。以下、2.1 ～ 2.4 でそれぞれ解説する。

2.1  環境問題の種類と主要な言説

　言説分析は、多様な環境問題を分析対象としてきた。

言説分析は環境問題を自明なものと捉えず、「社会的に構

成されたもの」と見なす。そして、現在の政策に関する

知識や実践に潜むバイアスを明らかにする。国際誌上で

の近年の動向としては、気候変動ガバナンス、農業政策、

森林政策、再生可能エネルギー政策、環境保全政策の分

野で言説分析が多く適用されている（Leipold et al., 2019）。
言説分析は一義的な環境問題の解釈に疑問を投げかける

ものであり、対抗的な環境運動が活発な分野で用いられ

る傾向がある。

　国際誌の環境政策分野における言説研究においては、

言説は異なる環境問題の政策過程をまたいで共有された

り、複数の言説が同時に存在したりすることが明らかに

なっている。例えば Dryzek（2022）は、言説を「共通の

世界の見方」と定義し、10 種類の主な環境言説が共存し

ていると論じる。特に顕著な言説としては、「経済発展

と環境対策は両立させることができる」といったストー

リーラインから成る「エコロジー的近代化」が挙げられ

る（Feindt & Oels, 2005）。
　近年、国際誌における研究では他に「環境ネオリベラ

リズム」、「持続可能な発展」、「環境保全」、「生物多様性」、

「参加」、「バイオエコノミー」、「環境正義」、「自然の権利」、

「移行・変革」という言説が特によく取り上げられている

という（Leipold et al., 2019）。全体的な傾向として、新自

由主義や経済発展などの資本主義的価値観や、参加・公

平性・権利などの民主主義的価値観に関する言説が国際

誌において注目されていると推察できる。

　ただし、多くの研究がなされている国際誌上でも、数

点の課題が示されている。Leipold et al.（2019）は、研究

者の所属機関が欧米圏に偏っていることを指摘し、より

幅広い地域での研究の必要性を述べている。さらに、既

に確立された言説、例えば「エコロジー的近代化」など

の言説を新しい事例に当てはめる研究が多いが、これら

の言説の空間や時間を超えた比較分析が現状ではなされ

ていないことも Leipold et al.（2019）は指摘しており、同

じ言説が地域や時代によってどのように異なる影響を与

えるのか、そのメカニズムを分析することが課題だと定

めている。

　本稿では、和文誌の言説研究においてテーマとなる環

境問題の種類を明らかにする。日本の環境問題史は欧米

とは異なり、環境政策は主に公害対策として導入され、
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国内の大気汚染やエネルギー効率問題など技術的な側面

は改善されているものの（Dryzek, 2022）、気候変動やエ

ネルギー政策などにおける日本の国際的リーダーシップ

の弱さなども指摘されている（Ohta & Barret, 2023）。この

ように、欧米圏の環境問題史とは異なる歴史的経緯を有

する日本を考察対象とすることは、国際誌でその必要性

を指摘されている非欧米圏との比較研究を推進する観点

からも、大きな意義を持つと考えられる。

　また、和文誌において研究されている「言説」の種類

の傾向を示すことも意義がある。言説研究が多くなされ

ている欧米圏とは異なる日本の文脈において、例えば「持

続可能な発展」などの国際的な言説が、具体的にどのよ

うに表れているのかを分析することで、国際レベルでの

政策議論に新たな視点を提供できる可能性がある。

2.2  言説の理論的傾向

　言説分析を行う際は、まず「言説」という言葉が何を

示すのかを明確にする必要がある。Hajer & Versteeg（2005）
は、広義の「議論」（discussion）から、主にフーコーの理

論に端を発する「言説」（discourse）を区別する必要性を

指摘する。「議論」はあくまでも分析の対象であり、言説

分析はその議論の中で生じる特定の言語的規則性および

その社会的背景を辿ることである。言い換えれば、言説

分析を行う場合は、語られたものや描かれたもの、つま

り表象されたもの（「テクスト」）を整理・解釈するだけ

にとどまらず、テクストに表れる政治性・権力性や、な

ぜそれが語られるのかという社会的文脈（コンテクスト）

も分析対象に含めなければならない。

　環境政策研究で用いられる言説分析は、ポスト構造主

義の認識論的立場に立って言説が社会を構成する側面に

焦点を置いた理論が援用されることが多い（Leipold et al., 
2019）。ポスト構造主義的な言説分析はフーコーの理論に

端を発し、ラクラウとムフによる言説理論も影響力が大

きい（Howarth, 2000）。また、環境政策研究におけるポス

ト構造主義的な言説分析として、フーコーの理論に主体

の能動性を組み込んだ理論的枠組みを示した Hajer（1995）
の研究が著名である（Feindt & Oels, 2005; Leipold et al., 
2019）。
　一方、ポスト構造主義的な理論だけではなく、言説を

形作る社会的構造が背後に存在すると考える批判的言説

分析や、言説は主体が目的を達成するために意図的に操

るものであると考える実証主義的な言説分析も存在する

（Howarth, 2000）。中でもフェアクラフなどによる批判的

言説分析は影響力の大きい言説理論の一つで、環境政策

研究でも多用されている（Leipold et al., 2019）。環境政

策研究分野で批判的言説分析に近い著名な研究としては

Dryzek（2022）が挙げられる。

　本稿は、上記のような特定の立場から、その立場の言

説分析に絞ってレビューするのではなく、理論・分析概

念や手法として「言説」という言葉を使用している研究

を幅広く対象とし、それらの文献がどのような意味で「言

説」と述べているのか、どのような理論・手法を適用し

ているのかについての全体的な傾向を明らかにする。国

際的にはこれまで数多くの言説理論が発展してきており、

実証主義とポスト構造主義のように異なる認識論の間で

は、言説の持ち得る影響力の前提も大きく異なる。この

ようなことから、和文誌の環境政策研究における言説の

影響力に関する傾向を明らかにする上で、特定の認識論

に絞るのではなく、全体的な理論的傾向を把握すること

には意義がある。

2.3  言説が及ぼす影響

　言説分析は、言説がどのような影響を及ぼすかにつ

いても射程に含める（Feindt & Oels, 2005; Leipold et al., 
2019）。ある言説が政策過程において支配的である場合、

その言説は政策オプションや、正統な行為主体の範囲を

限定する。逆に言えば、言説分析は、実際には選択され

なかった、もしくは議題に上がらなかった政策オプショ

ンの可能性や参加できる行為主体の範囲を広げ、支配的

な言説に不可視化された別の言説を明るみに出す役割を

果たす。

　Leipold et al.（2019）は上記の言説研究特集号内の各論

文で議論された、言説が及ぼす影響を整理している。まず、

言説が制度を大幅な変革へ導いた例よりも、一定の言説

が制度を固定したり、漸進的変化にとどめたりする事例

研究の方が多いことを指摘している。そして、事象や関

係性の一定方向への理解の集約や正統なアクターの範囲

など、人々の「認識」への影響が多く考察されている一

方で、政策の結果や実施に対する分析は少ないことを述

べている。つまり、政策のアジェンダとして環境問題が

取り上げられたり政策目標が形成されたりする過程の方

が、政策決定や実施後の過程よりも注目されていること

になる。

　和文誌の環境政策研究においても、言説の影響に関す

る分析を行うことで、これまで不可視化されていたアイ

ディアや行為主体にも焦点が当たり、研究分野の発展に

おいても新たな知見を提示できる可能性がある。

2.4  言説を支える構造と行為主体性

　言説を支えるものとして、構造と行為主体性の概念が

肝心である（Feindt & Oels, 2005）。ここで構造もしくは行

為主体のどちらに注目するかは、言説理論が依拠する認

識論によっても異なる。

　構造に重点を置いた分析は、言説の言語的構造と、（言

説と相互作用する）社会的構造のどちらか、もしくは両

方に焦点を当てる。例えば、ポスト構造主義的な立場か

らであれば、言説が社会全体を構成していると見なすた

め、「言説の秩序」や「言説編成」とも呼ばれる言説自

体が有する構造に注目することになり、言説が行為者や

アイディア、制度、事物などを形成、配置する過程やそ

の規則性の変化などを分析する（Howarth, 2000）。批判的

言説分析を行う場合は、言語的構造に表れる政治性・権

力性の分析に加えて、社会的構造の分析も射程に入れる

（Howarth, 2000）。
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　一方、言説分析の種類によっては、行為主体は言説に

よる圧力を一方的に受けるだけでなく、限られた範囲内

で言説形成に影響を与えると考えられている（Feindt & 
Oels, 2005）。行為者が持つ主体性の度合いについては、論

者によって意見が分かれる。フーコーの理論に沿うなら

ば、行為主体は言説に制限されているため自由ではない。

しかし、例えば Hajer（1995）はフーコーの理論に社会相

互作用理論を組み合わせ、行為者が言説編成のルールを

使用して言説を変革する一定の可能性を認めている。具

体例としては、行政官の戦略的な言説形成や社会運動の

アクターによる言説活用などが研究されている（Leipold 
et al., 2019）。
　既存研究の現状の課題としては、ポスト構造主義的な

言説構造が重視されている中で、行為者がどこまで支配

的な言説の変革に向けた影響力を及ぼせるかについての

分析の欠落が Leipold et al.（2019）により指摘されている。

彼女らのレビュー内で扱われた論文では、大半が言説の

持続性や変化の要因を、行為者ではなく構造に還元して

捉えている。行為者が言説の持つ力に対峙できる可能性

については、認識論の違いにより理論的統合は困難であ

る。それでも言説分析は、社会科学分野で大きな論争と

なっている構造と行為主体性に関する議論について今後

も有益な視点を提供できる。和文誌の環境政策研究にお

いても、どのような構造的要因が政策発展を妨げている

のか、行為者を制限しているのかなどについての新たな

知見が得られる可能性がある。

　以上、 4 つの枠組みを元に、全 71 件の対象文献を分析

する。なお、本稿は国際誌のレビュー論文（Leipold et 
al., 2019）を分析枠組みとして参考にしているが、当該レ

ビュー論文は体系的レビューの手法を使用していない。

一方で体系的レビューを使用した本稿では扱う文献の幅

も異なるため、国際誌の対象文献と本稿の対象文献を同

列的に扱った比較を目的とはしない。3 章以降において和

文誌の傾向を論じる際は、国際誌上での傾向を 1 つの「基

準」と捉えた上で傾向を分析することとする。以下 3 章

では、分析枠組みの「環境問題の種類と主要な言説」と

「言説の理論的傾向」に該当する視点、そして、4 章では

「言説が及ぼす影響」と「言説を支える構造と行為主体性」

の視点についての分析結果を示す。

3.  言説分析研究の傾向：環境問題・言説のタイプと理論

　本章の目的は、和文誌において言説分析が扱ってきた

「環境問題の種類と主要な言説」（3.1）と「言説の理論的

傾向」（3.2）を概観し、全体像を掴むことである。議論の

明確化のため、各節（3.1 と 3.2）においては、対象文献

を 3 種類の経験的研究と理論的研究の合計 4 つに分類し

て考察を進める。すなわち、経験的研究については（a）
日本国内で生じる環境問題に関する研究、（b）国境を超

えて生じる地球環境問題についての日本の政策・取り組

みに関する研究、（c）国外の事例研究・国際レジームを

対象とした研究、に分類する。この 3 つの経験的研究に（d）
理論的研究を加えて 4 分類とする（結果は表 1 に示す）。

　次項で結果を示す前に、和文誌における環境政策分野

の言説研究の経年変化について概観する。和文誌で発表

された言説研究は、2000 年代後半以降増加しており、全

体の半分以上（全体 71 件中 36 件）が 2013 年以降に集中

している。研究数自体は国際誌と比較すると少ないが、

2020 年代以降の研究数も全体の 15 %（全体 71 件中 11 件）

を占めており、近年においても言説分析を使用した研究

数は安定的な増加傾向を示していて、この手法に対する

関心の高まりを表している。

3.1  環境問題の種類と主要な言説

　（a）の日本国内で生じる環境問題についての経験的研

究が対象文献の中で最も多く、（c）の国外の事例研究・

国際レジーム研究、（b）の日本の地球環境政策について

の経験的研究、（d）の理論的研究がそれに続く。

　環境問題の種類については、全体としては環境保全の

政策や運動に焦点を当てた研究が最も多いが、特に 2014
年以降は国内の環境問題の経験的研究を中心に、福島原

発事故や原子力政策に関する研究が急増している。

　どのような「言説」が研究されているのかについては、

（a）の国内の環境問題の経験的研究においてのみ異なる

傾向が確認された。1 つ目の傾向として、例えば「有機農

業評価」「見舞金契約」などの具体的な政策名や特有の名

詞についての「言説」の研究や、「地域住民の言説」など

のように言説を特定のアクターに固定した研究、「語り」

と「言説」を同義の意味で使用する研究が多い。2 つ目の

傾向として、国際誌において注目されている言説はあま

り研究されていない。いわば、「持続可能な発展」のよう

な地域を超えた共通の言説が和文誌ではあまり特定され

ていないことになる。一方、日本の地球環境政策と国外

の事例・国際レジームを扱った（b）や（c）の経験的研

究においては、「環境（保全）」言説（4 件）や「持続可能

な発展」「エコロジー的近代化」言説（各 2 件）等の、国

際誌で議論されているような言説に注目した研究が見ら

れた。これらの研究は地球規模の環境問題についての研

究であるため、国際誌の既存研究を参考にした結果とも

言える。理論的研究においては、全てが特定の環境問題

全体や抽象的な概念・ストーリーラインについての言説

を扱っている。

　以上の結果から、環境問題の種類と主要な言説につい

ては、2 つの特徴が見られることがわかる。まず、環境

問題の種類については、地球環境問題に関する日本の政

策研究と比べて国内で生じる環境問題に関する経験的研

究が多く、特に 2012 年以降は原発事故や原子力政策に関

連する研究が注目されている。次に、どのような「言説」

が研究されているかについては、国内の環境問題研究で

は環境問題をまたぐ言説ではなく、個々の文脈に特有の

言葉や、特定のアクターの語りを「言説」と定めるもの

に偏りが見られることが挙げられる。例えば、国際誌に

おける言説研究で注目されている「エコロジー的近代化」

「持続可能な開発」（Leipold et al., 2019）などを国内の環境

問題に関する政策過程において特定する研究は確認でき
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なかった。このような傾向は、次節で示す言説理論の適

用とも密接に関連すると考えられる。

3.2  言説の理論的傾向

　和文誌における経験的研究で使用される言説理論の特

徴としては、そもそも既存の言説理論を直接参照してい

ない研究が半数以上を占めている点が挙げられる。中に

は、言説の定義を明示している研究もあるが、2.2 で示し

たような国際的な環境政策研究で多用される言説理論を

分析枠組みとして使用しているのではなく、言説概念を

使用した先行事例研究や言説の定義のみが参照されてい

る。このような傾向は特に（a）の国内の環境問題に焦点

を当てた研究で 78 %（全体 32 件中 25 件）と顕著である。

　国際的に多用される既存の言説理論の中で最も多く参

照されていたのは批判的言説分析である。批判的言説分

析の理論を直接参照した研究については、全てが新聞記

事やテレビ番組を分析するメディア研究であった。一

方、国際的な環境政策研究で影響力のある Hajer もしくは

Dryzek による言説理論を援用した研究も（b）、（c）、（d）
のグループでは複数見られたが、（a）の国内の環境問題

の研究においては援用されていなかった。

　これらの結果を通して、和文誌における環境政策の経

験的研究においては、国際的に主流である言説理論を直

接参照して適用していない研究の割合が高く、理論的蓄

積を活かしきれていない可能性が指摘できる。既存の言

説分析の理論としては批判的言説分析が最も多く使用さ

れているが、メディア以外の分析、つまり行政や企業、

市民社会の言説分析には適用されていない。

　言説理論を直接参照しないことは、「言説」の定義や理

論的立場の不明確さにつながる。言説の定義や理論的立

対象文献の分類
件数

（全体 71 件の -%）
環境問題の種類 件数 言説 件数 言説理論 件数

（a）国内環境問題 32（45 %）

原発事故・原子力政

策
10 具体的な政策・名詞 13 直接参照なし 25

環境保全 10 一般的・抽象的概念 11 批判的言説分析 4

施設開発 4 アクターの言説・語

り
8 その他既存の言

説理論
2

農業政策 4 フーコー 1

公害 2

野生生物 1

廃棄物政策 1

（b）地球環境問題 13（18 %）

気候変動 4 一般的・抽象的概念 5 直接参照なし 8

再生可能エネルギー 3 具体的な政策・名詞 4 批判的言説分析 2

原発事故・原子力政

策
2 アクターの言説 2 Hajer 2

捕鯨 1 環境 2 ラクラウ 1

海洋汚染 1

科学技術政策 1

廃棄物政策 1

（c）国外・国際レ

ジーム
15（21 %）

環境保全・環境政策 5 具体的な政策・名詞 6 直接参照なし 9

森林政策 3 一般的・抽象的概念 3 フーコー 2

原発事故・原子力政

策
2 アクターの言説 2 批判的言説分析 2

野生動物 1 環境 ( 保全 ) 2 Hajer 2

自動車 1 持続可能な発展 1

気候変動 1 エコロジー的近代化 1

大気汚染 1

農業政策 1

（d）理論的研究 11（15 %）

環境保全・環境政策 4 一般的・抽象的概念 10 Dryzek 3

開発政策 2 持続可能な発展 1 その他既存の言

説理論
3

気候変動 2 直接参照なし 3

農業政策 2 フーコー 1

科学技術政策 1 Hajer 1

表 1：言説分析の傾向：環境問題・言説のタイプと理論
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場が不明確な場合、前節で示した（a）の国内の環境問題

における特徴に見られるように、言説が特定のアクター

の議論や語りに還元されるといった状況も生じる。日本

においては、環境問題をテーマとして扱うことも多い人

文地理学において言説研究の動向が分析されているが（成

瀬・杉山・香川， 2007）、このレビュー論文でも、言説分

析と明記しながらも実際には各主体の議論の整理を行う

だけの文献が散見されるなどの問題が指摘されている。

いわば、2.2 にて指摘した「議論」と「言説」が区別され

ていないという問題であり、議論や語られた内容のみを

分析する場合、既存の言説理論の研究蓄積を十分活用で

きず、内容を規定するバイアスや権力関係、また「語ら

れていないこと」の考察を通じた人々の認識や政策過程

に与える影響までを分析することが難しいため、言説分

析の理論的意義が失われる。

4.  言説分析研究の傾向：言説が及ぼす影響と言説を支え

る構造・行為主体

　本章では、「言説が及ぼす影響」（4.1）と、「言説を支え

る構造・行為主体」（4.2）についての分析結果を示す。な

お本章では、言説理論を参照していなかったり、定義が

不明確であったり、言説を議論や語りとして扱ったりし

ているなどの理由から、言説自体が有する影響や何が言

説を支えているのかが推察できない研究については分析

対象に含めていない。

4.1  言説が及ぼす影響

　言説が及ぼす影響としては、政策対象となる問題につ

いての一定方向への意味づけや規範形成、特定の表象の

不可視化などの人々の「認識レベルにおける影響」と、

アクターの行動への影響を通じた政策・制度形成や実施

状況、もしくは社会運動の形成、つまり「政策・制度・

運動への影響」の 2 点に分類できる。なお、中には 2 点

の両方に着目した研究もあるため、件数は全体の文献数

よりも多くなる（結果は表 2 に示す）。

　言説が人々の認識に及ぼす影響については多くの研究

が論じていた。具体的には、原発事故の健康被害に関し

て「安全」を強調する影響（荒井， 2012）、技術開発に対

する楽観主義を助長する影響（朝山・石井， 2014）、アクター

の選好への影響（阪口， 1998）、気候変動についての認識

を制限する影響（立石， 2020）などが挙げられる。

　一方、政策・制度・運動への影響を論じたものは、（a）
の国内の環境問題研究では多くないが、日本の地球環境

政策と国外の事例・国際レジームを扱った経験的研究で

ある（b）と（c）、理論的研究である（d）では半数以上

が論じている。具体例としては、国内で元々周縁化され

ていた住民の集団移転施策の開始や（三浦， 2005）、異

なる言説が制度導入へ与える影響の考察（田崎・松本， 
2022）、アクターの調整や政策の方向づけをしたりする影

響（斎藤， 2022）が示されている。

　以上の結果から、経験的研究においては言説が人々の

認識に与える影響の分析が中心を占め、政策や制度の固

定化・変化、もしくは対抗的な運動の形成過程などの分

析の割合は（a）の国内の環境問題研究においては多くな

いことが明らかになった。2.3 で示した通り、言説が持つ

影響力の捉え方はその研究が立脚する言説理論によって

も異なるが、国際的に確立された言説理論の参照が少な

いことも、和文誌において言説が政策に与える影響の分

析を限定的にしている可能性がある。同じ課題が国際誌

においても指摘されているが（Leipold et al., 2019) 、和文

誌においては言説理論の不明確さによりその課題がさら

に浮き彫りになっているとも言える。

　また、言説が及ぼす影響の分析結果は、扱うデータの

種類とも関わっていることが指摘できる。分析が認識レ

ベルで及ぼす影響に集中する傾向は、メディア研究にお

いて特に顕著であった。これらの研究では、新聞やテレ

ビ番組など既に語られた、つまり表象されたデータを「テ

クスト」として分析し、意味形成の解釈が行われている。

これらの中で、実際にアクターがどのように解釈したか

まで分析している研究は見られず、認識への影響自体に

ついても考察の段階にとどまっている。一方、政策やア

クターへの影響を分析した研究の一部では、文書の分析

だけでなくフィールドワークやインタビュー調査、質問

票調査を併用し、問題が認識される過程などを分析して

いる。このように、言説が政策・制度・運動へ与える影

響についての分析を行う際は、より多様なデータの分析

が有効と言える。

4.2  言説を支える構造と行為主体性

　構造的要因は言語的な構造（言説に埋め込まれた制度・

実践、言説を編成するロジックや規則性、レトリック、

フレーム、語彙・語法など）と権力関係などの社会的構

造に分けられるが、4.2 の分析においては行為主体を含め

て 3 つに分類する。前節と同様に、この 3 つのうち 2 つ

以上に注目した研究もあるため、数は全体数よりも多く

示されている（結果は表 2 に示す）。

　言語的構造については全ての研究が着目していた。具

体的には、言説に埋め込まれた「規範生成のロジック（論

理）」（三浦， 1995）、表象メタファー・修辞法・類例・文

章構造（朝山・石井， 2014）、言説とレジームが相互に構

成される過程（臼井， 2003）を分析した研究などがある。

　対して、言説を支える社会的構造について述べた研究

数は少ない。経験的研究においては、例えば国内の施設

開発問題における行政の権力作用（三浦， 1995）や、国

外の事例研究においてアクター同士の権力関係（七五三， 
2009）が指摘されている。理論的研究においては、気候

変動政策の言説に影響を与えるグローバリゼーションの

構造（池田， 2001）などが論じられている。

　行為主体が行う言説形成について述べた研究は、特に

（c）の国外の事例・国際レジームを扱った経験的研究や

（d）の理論的研究において半数ほど確認された。経験的

研究では、日本国内の施設開発反対運動を担う住民の戦

略的な言説形成（古山， 2005）、捕鯨を擁護する研究者の

政治的目的（渡邊， 1998）、国外の事例研究において農業
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大臣など政府や自治体が作る言説（岡本， 2014）などが論

じられている。理論的研究においては、行為者の有する

可能性をより理論的に述べたものが多く、例えば Dryzek
の言説理論を参照した研究である金（2006）、池田（2014）、
丸山（2021）などは、言説が人々の認識や社会的行為に

影響を与えているという前提を踏まえた上で、行為者が

複数の言説を比較し省察、変容できる可能性や、研究者

として果たせる役割に焦点を当てて論じている。

　以上の結果から明らかになった傾向として、和文誌で

は言語的構造が最も注目されやすい一方で、言説と相互

影響する社会的構造の議論はあまり行われていないこと

が挙げられる。社会的構造に着目する研究は理論上、批

判的言説分析等が担うことになるが、そのような理論を

援用する研究であっても言語的要素のみに着目した研究

が多くを占めていた。

　この傾向は、前節で明らかにした扱うデータの種類と

共通している。主に新聞やテレビ番組をデータとして扱

う批判的言説分析の研究は、メディア言説がどのような

過程で生産されているのかを 1 次データを取得して明ら

かにすることに主眼を置いていない。一方、社会的構造

まで射程に入れた経験的研究である三浦（1995）の社会

学的研究や七五三（2009）の開発学的研究は、分析のデー

タとして現地調査で 1 次データを取得している。このよ

うに、様々なデータを扱うことは言説に影響する広範囲

な構造的要因を明らかにする可能性がある。

　また、既存の言説理論の活用が限定的であるからか、

行為主体に着目した研究であっても、主体が言説の変革

に与える影響を分析した研究は少ない。この傾向は特に

経験的研究において見られるものであり、行為者がどこ

まで言説から独立しているかなどの理論的基盤に欠ける

ため、各行為主体が言説を意図的に形成できるかのよう

な印象を与える研究も見られた。一方、（d）の理論的研

究においては、既存の言説理論を参照して言説が行為者

を制限するという前提で行為者が言説を変革できる余地

が論じられている。2.4 で示した通り、国際誌の言説研究

レビュー（Leipold et al., 2019）においても周縁化された行

為主体が言説を変革する過程についての知見の欠落が指

摘されていたが、和文誌における経験的研究では、言説

理論の活用が限定的であるという理由もあり、主体が言

説に与える影響についての知見が不足していることが指

摘できる。

5.  結論

5.1  言説分析の傾向

　本論文では「和文誌における環境政策分野の言説分析

の傾向と課題は何か」といった問いを設定した。本章では、

体系的レビューの分析を通して明らかになった、全部で 4
つの傾向を確認する。

　まず、3 章で明らかにした傾向は 2 つある。第 1 に、和

文誌における言説分析は日本の地球環境政策についての

研究と比較して、国内で生じる環境問題の研究に多く見

られる。第 2 に、和文誌の経験的研究では国際的な環境

政策研究において主流である言説理論、例えば Hajer や
Dryzek による理論などの適用が少なく、「言説」の定義が

不明確な場合も多い。この傾向は特に国内で生じる環境

問題の研究において強く、「言説」と「語り」の同義的な

使用、「持続可能な発展」などの地域をまたぐ共通の言説

に着目した研究の欠落などの特殊性も確認された。

　次に、4 章では、次の 2 つの傾向を明らかにした。第 1 に、

言説が人々の認識に与える影響は重視されているものの、

政策・制度・運動への影響に関する分析は限られていた。

この傾向は、特に国内で生じる環境問題の研究において

顕著であった。第 2 に、言説と相互作用する社会的構造

を明らかにする研究や、行為主体が言説から制限を受け

るという前提を踏まえつつ行為主体の影響を分析した経

験的研究は少なかった。

5.2  環境政策研究の発展に向けた課題

　上記の分析結果をもとに、今後の和文誌における環境

政策研究の発展に向けた 2 点の課題を示したい。

対象文献の分類 全体の件数 言説の影響 件数
言説を支える

構造・主体
件数

（a）国内環境問題 18

認識 18 言語的構造 18

政策・制度・運動 4
社会的構造 1

行為主体 1

（b）地球環境問題 8

認識 7 言語的構造 8

政策・制度・運動 4
社会的構造 0

行為主体 3

（c）国外・国際レジーム 12

認識 8 言語的構造 12

政策・制度・運動 7
社会的構造 1

行為主体 6

（d）理論的研究 11

認識 11 言語的構造 11

政策・制度・運動 8
社会的構造 2

行為主体 5

表 2：言説分析研究の傾向：言説が及ぼす影響と言説を支える構造・行為主体
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　まず 1 つ目に、言説分析を使用する場合は言説が何を

意味するのかを、依拠する理論的立場とともに明確にす

ることが重要である。「言説」という概念を敢えて使用す

る際は、「議論」や「発話」以上の意味を備えるものとし

て捉え、既存の理論的蓄積に依拠することで、はじめて

この概念を使う意義が生まれる。そして、本稿の 4 章に

おける分析結果も示すように、言説の定義を明確にし、

言説の構成する範囲についての理論的定義を示すことで、

言説が与える影響力や行為主体性が持ち得る影響力の範

囲に関する考察も可能となる。

　2 つ目に、環境政策研究の発展にとって重要な点とし

て、言説分析の対象となるデータの多様化が挙げられる。

言説が人々の認識に与える影響の分析や言説の有する言

語的構造の分析が多くなされている一方で、政策・制度・

運動に与える影響や、政策過程に言説を通して影響を与

える社会的構造に関する知見は限られている。このよう

な側面を明らかにするにあたり、4 章の結果が示した通り、

文書など「テクスト」の分析と併せてインタビュー調査

や参与観察などの調査手法による 1 次データの分析が有

効と言える。なぜなら、1 次データの分析は「テクスト」

がどのような過程において生み出されたかという背景を

明らかにすることにつながるからである。つまり、アク

ターが事象や問題をどのように解釈していたのか、どの

ような文脈でテクスト内の言葉を使用したのかを明らか

にすることは、その解釈に影響する制度上の規則・慣習

やその制度に影響を与える社会構造の分析にもつながる

可能性がある。

　本論文では、体系的レビューを著者 1 人で行ったこと

から以下 2 つの限界点が挙げられる。第 1 に、一定のキー

ワード検索をベースとした体系的レビューを使用して包

括的に文献を分析したものの、検索にヒットしなかった

文献を見落としている可能性がある。第 2 に、体系的レ

ビューはデータの包括性を重視したものであるが、その

反面、それぞれの文献における言説の内容などの詳細な

分析が限られた。以上 2 点に加えて、本稿では言説理論

の違いに即した展開の考察が一定程度にとどまっている

ことも限界点として挙げられる。この点については、（批

判的言説分析など活用頻度の高いアプローチを取り上げ

て）改めて個々のレビューを行い、その可能性を考察す

る必要もあるかもしれない。本稿はこのような限界を有

しているものの、言説の定義や理論的立場と研究射程（手

法や結果を含む）との密接なつながりを示したという点

で大きな意義を有していると言える。
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注
（1） 例えば Hajer & Versteeg（2005）は 1600 以上もの引用

数がある（2023 年 12 月 13 日現在、Google Scholar を
用いた検索）。

（2） 日本の研究機関に所属する研究者による英語で発表さ

れた論文に関しては、2 章で概観する国際誌の傾向と

同様の傾向を予備調査において確認したため、本稿で

は和文誌のみに射程を当てることとした。
（3） 学会発表要旨や博士論文要旨、研究ノートなども候補

に表示されたが、使用する言説理論の詳細が学術論文

と比較して不明な場合が多いため対象から省いた。言

説研究に関する書籍やその書評などもヒットしたが、1
つの書籍には複数章が含まれるため、それらを個別に

対象とすると特定のテーマや理論的立場が過度に反映

される。このような傾向分析の偏りを避けるため、本

レビューでは書籍およびその書評を含めていない。な

お、評価対象となる文献には人文社会学研究も一定数

含まれており、当該分野においては紀要論文が重要視

されているという背景を踏まえ、本稿のレビュー対象

には紀要論文を含めた。
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